
日米外務・防衛担当相会合（2+2）への抗議文

菅直人　内閣総理大臣　殿

　来る６月２１日、ワシントンで日米の外務・防衛担当相会合＝安保協議委員会（２+２）が行われる。この会合によって、危険極まりない米軍基地の強化や新次元の日米軍事同盟が画策される。このことに満腔の怒りで抗議する。

　第一の問題点は、今回の２+２で、日米両政府による沖縄への差別軍事支配が強められることである。普天間基地へ墜落多発事故機オスプレイの来年配備。Ｖ字滑走路の辺野古新基地建設の再確認。与那国島・宮古島など沖縄へ自衛隊配備増強と日米軍事一体化。高江ヘリパッド建設の工事再開など。またしても沖縄への差別軍事支配の強行策が日米間で合意される。絶対に認めることが出来ない。

市街地のド真ん中にある普天間基地は、即刻、撤去し、辺野古移設を撤回し、沖縄から軍事基地をなくすべきである。これは沖縄の総意である。「本土」の反戦平和運動の責任でもある。米国・オバマ政権は、膨張した財政赤字に苦しみ、泥沼化したイラク・アフガン侵略戦争から撤退を開始し、米軍の海外前方配置による財政負担には耐えられない状態にある。そうであるなら、日本政府は米軍支援を止め、沖縄からの基地撤去や日米軍事同盟の廃止を推進し、東アジアの平和をつくりだす絶好の機会としなくてはならない。
米軍思いやり予算の１８５０億円、米軍再編の約３兆円、防衛費５兆円など、膨大な軍事費は、いますぐ、震災復興や福島第一原発事故の収束対策へ振り向けるべきである。

第二の問題点は、日米同盟の深化と称して、日米軍事一体化と戦時総動員体制を強めていくことである。大震災や原発事故への「日米共同対処」を賛美し、米軍と自衛隊の日米共同作戦や、米軍と地方自治体の「協力」に関して、日米同盟深化の柱の一つとして公式文書で確認しようとしている。２+２を通じて、米軍と自衛隊の一体化、自治体・公共機関・民間の戦時総動員などがなし崩し的に推進されようとしている。
そして隣国・中国を日米の共通の敵と確認し、日米軍事同盟がアジア太平洋地域の侵略的覇権を目標とする役割へ抜本的に転換することも狙われている。
このような日米間の政治軍事外交の基本政策に関する重大な大転換について、たった4名で決定することなど、論外中の論外である。徹底的に抗議する。
　差別軍事支配への怒りに沸き立つ沖縄、ペテン的な基地大強化や愛宕山・米軍住宅計画と粘り強く闘う岩国市民、神奈川など各地の反基地闘争によって、米軍再編の２０１４年実施は破綻した。日本政府はこの現実をしっかりと認め、米軍再編計画を中断するべきである。

　政権末期の菅首相に、あらためて次のことを要求する。普天間基地へのオスプレイ配備をやめろ！辺野古新基地建設を断念しろ！米軍再編計画を中断しろ！日米軍事同盟を破棄しろ！沖縄をはじめアジアから米軍を撤去しろ！　
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